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(57)【要約】
【課題】内部に組み込まれる基板対基板コネクタに加わ
る力を軽減し、且つ、組み立て工程を簡素化することが
できる電子機器を提供する。
【解決手段】電子機器は、第１の基板１０２、第１の基
板１０２面に垂直配置される第２の基板１０６、第１の
基板１０２上に配置される第１の基板対基板コネクタ１
０３、第２の基板１０２上に配置され第１の基板対基板
コネクタ１０３と接続される第２の基板対基板コネクタ
１０７、第１の基板１０２を固定する第１の筐体１０１
、第２の基板１０６を固定する第２の筐体１０４、第２
の筐体１０４に固定される基板保持部材１０５を備え、
第２の基板１０６は固定部１１２，１１３を有し、第２
の基板１０６を第１の基板１０２に接近させる方向で第
２の基板対基板コネクタ１０７から最も距離が離れてい
る固定部１１２は第２の筐体１０４に固定され、固定部
１１３は基板保持部材１０５に固定される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の基板と、
　前記第１の基板の基板面上に垂直に配置される第２の基板と、
　前記第１の基板の基板面上に設けられる第１の基板対基板コネクタと、
　前記第２の基板の基板面上に設けられ、前記第２の基板を前記第１の基板に対して接近
させることで前記第１の基板対基板コネクタと接続される第２の基板対基板コネクタと、
　前記第１の基板を固定する第１の筐体と、
　前記第２の基板を固定する第２の筐体と、
　前記第２の筐体に固定される基板保持部材と、を備える電子機器であって、
　前記第２の基板は複数の固定部を有し、前記第２の基板を前記第１の基板に対して接近
させる方向において前記複数の固定部のうち前記第２の基板対基板コネクタから最も距離
が離れている固定部で前記第２の基板は前記第２の筐体に固定され、前記第２の基板対基
板コネクタから最も距離が離れている固定部を除いた固定部は前記基板保持部材に固定さ
れることを特徴とする電子機器。
【請求項２】
　前記基板保持部材は、導電性材料で構成されていることを特徴とする請求項１記載の電
子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子機器に関し、特に、電子機器の内部において基板と基板との接続を行う
構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子機器には多くの機能が求められており、そのために電気回路の数が増加し、
基板から基板への通信線も増加している。そのため、基板（以下「第１基板」という）と
、第１基板の基板面上に垂直方向に配置される別の基板（以下「第２基板」という）を基
板対基板コネクタで接続する構造が提案されている。
【０００３】
　しかし、電子機器を落下させてしまう等して電子機器に振動や衝撃が加わると、第１基
板及び／又は第２基板に力が加わり、基板対基板コネクタに力が集中して破壊や接続不良
を起こしてしまうという問題がある。
【０００４】
　そこで、水平配置された第１基板に対して基板対基板コネクタで垂直方向に接続された
第２基板を２つの保持部材で挟み込み、これらを収容する筐体の壁面と各保持部材との間
に弾性体を配置して第２基板を押さえ込む構造が提案されている（特許文献１参照）。こ
の構造では、弾性体により振動を遮断することによって、基板対基板コネクタに掛かる力
を軽減している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１１－２６９６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ここで、筐体に予め第２基板を固定して、筐体を電子機器のハウジング（ここでは、電
子機器本体のケーシングを指す）へ組み込むと同時に第２基板を第１基板と接続すること
ができれば、電子機器の組み立て工程を簡素化して生産性を向上させることができる。し
かしながら、上述した従来技術の構成では、保持部材及び弾性体は筐体とは固定されてい
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ないため、筐体に対して第２基板の位置を固定することができない。また、保持部材は第
２基板と筐体との間に挟み込まれているだけで、確実に固定されていないため、第２基板
のアースを筐体や電子機器の筐体に接続することができないという問題がある。
【０００７】
　本発明は、内部に組み込まれる基板対基板コネクタに加わる力を軽減し、且つ、組み立
て工程を簡素化することができる電子機器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る電子機器は、第１の基板と、前記第１の基板の基板面上に垂直に配置され
る第２の基板と、前記第１の基板の基板面上に設けられる第１の基板対基板コネクタと、
前記第２の基板の基板面上に設けられ、前記第２の基板を前記第１の基板に対して接近さ
せることで前記第１の基板対基板コネクタと接続される第２の基板対基板コネクタと、前
記第１の基板を固定する第１の筐体と、前記第２の基板を固定する第２の筐体と、前記第
２の筐体に固定される基板保持部材と、を備える電子機器であって、前記第２の基板は複
数の固定部を有し、前記第２の基板を前記第１の基板に対して接近させる方向において前
記複数の固定部のうち前記第２の基板対基板コネクタから最も距離が離れている固定部で
前記第２の基板は前記第２の筐体に固定され、前記第２の基板対基板コネクタから最も距
離が離れている固定部を除いた固定部は前記基板保持部材に固定されることを特徴とする
。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、基板対基板コネクタに加わる力を軽減することができ、これにより高
い信頼性を確保することができる。また、電子機器の組み立て工程を簡素化することがで
きるため、生産性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の実施形態に係る電子機器の内部構造を示す分解斜視図である。
【図２】図１に示す電子機器の組み立て工程中の一態様を示す図である。
【図３】図１に示す電子機器の組み立て工程終了後の状態を示す斜視図である。
【図４】図３に示されるＺ１方向から電子機器を見たときの構造を簡略的に示す図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施形態について添付図面を参照して詳細に説明する。
【００１２】
　図１は、本発明の実施形態に係る電子機器の内部構造を示す分解斜視図である。また、
図２は、図１に示す電子機器の組み立て工程中の一態様を示す図、つまり、組み立て途中
の一状態を示す図である。なお、図１には、電子機器の一例としてデジタルビデオカメラ
を取り上げてその内部構造を示しているが、発明に係る電子機器はこれに限定されるもの
ではない。
【００１３】
　図１及び図２に示される電子機器は、第１の基板１０２と、第１の基板１０２の基板面
（主面）に対して垂直に配置される第２の基板１０６とを備えている。第１の基板１０２
の基板面上には、第２の基板１０６と接続される第１の基板対基板コネクタ１０３が配置
されており、第２の基板１０６の基板面上には、第１の基板対基板コネクタ１０３と接続
される第２の基板対基板コネクタ１０７が配置されている。なお、第１の基板対基板コネ
クタ１０３と第２の基板対基板コネクタ１０７は、第２の基板１０６を第１の基板１０２
に接近させる方向であるＸ１方向へ移動させることで接続が可能な位置に配置されている
。第１の基板１０２及び第２の基板１０６の詳細な構成についての説明は、適宜、以下に
説明する電子機器の組み立て構成についての説明の際に行う。
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【００１４】
　電子機器の組み立て工程では、先ず、図１に示されるように、第１の基板１０２が電子
機器のハウジングの一部である第１の筐体１０１にネジ１１０で固定される。この作業の
ために、第１の基板１０２には、ネジ１１０が挿通される孔部が形成されている。一方、
電子機器のハウジングの一部である第２の筐体１０４に、第２の基板１０６を保持するた
めの基板保持部材１０５がネジ１１０で固定される。
【００１５】
　基板保持部材１０５は、適度な弾性を有するように構成されており、金属等の導電性材
料で構成されていることが好ましい。これにより、電子機器が落下等して第２の基板１０
６に外力が作用した際には、基板保持部材１０５が弾性により撓むことで、第２の基板対
基板コネクタ１０７にかかる力を軽減させることができる。また、第２の基板１０６のア
ース（不図示）を第２の筐体１０４や第２の筐体１０４に別途設けられた他のアース部分
（不図示）と容易に接続することができるようになる。
【００１６】
　第２の基板１０６には、複数の固定部として、固定部１１２が１カ所に、固定部１１３
が２カ所に形成されている。固定部１１２，１１３のうちＸ１方向において第２の基板対
基板コネクタ１０７から最も距離が離れている固定部１１２は、基板保持部材１０５を介
して第２の筐体１０４にネジ１０８で固定される。一方、固定部１１２を除いた残りの固
定部である固定部１１３は、ネジ１０９を用いて基板保持部材１０５に固定される。
【００１７】
　次に、図２に示されるように、第１の筐体１０１と第２の筐体１０４を嵌合すると同時
に、第１の基板対基板コネクタ１０３と第２の基板対基板コネクタ１０７を接続する。こ
の組み立て工程を実現させるために、第１の筐体１０１にはＸ１方向と平行なリブが第１
の導き部２０１として設けられており、第２の筐体１０４には第１の導き部２０１を挟み
込む第２の導き部２０２が設けられている。
【００１８】
　第１の導き部２０１と第２の導き部２０２はそれぞれ、第１の基板対基板コネクタ１０
３と第２の基板対基板コネクタ１０７が接触する前から導きを開始する。これにより、第
１の基板対基板コネクタ１０３と第２の基板対基板コネクタ１０７との接続部分が目視で
きない状態でも、第１の基板対基板コネクタ１０３と第２の基板対基板コネクタ１０７と
が確実に接続されるように組み立てを行うことができる。なお、第１の導き部２０１及び
第２の導き部２０２の形状は、図示される形状に限定されるものではなく、第１の筐体１
０１と第２の筐体１０４とをＸ１方向で平行に導くことができる任意の形状とすることが
できる。
【００１９】
　図３は、電子機器の組み立て工程終了後の状態を示す斜視図である。また、図４は、図
３に示されるＺ１方向から電子機器を見たときの構造を簡略的に示す図である。第２の基
板１０６に力が加わると、第２の基板対基板コネクタ１０７に力が加わる。このとき、第
２の基板１０６は第２の基板対基板コネクタ１０７から最も離れている固定部１１３にお
いてネジ１０９により基板保持部材１０５に固定されているため、基板保持部材１０５が
弾性により撓む。これにより、第２の基板対基板コネクタ１０７にかかる力が軽減され、
第１の基板対基板コネクタ１０３と第２の基板対基板コネクタ１０７とに接続不良が発生
することを防止することができる。
【００２０】
　また、第２の基板１０６の固定部１１２がネジ１０８で第２の筐体１０４に固定される
構造となっているため、第２の基板１０６を第２の筐体１０４に対して正確に位置決めし
て固定することができる。これにより、電子機器の組み立て工程を簡素化することができ
る。更に、基板保持部材１０５を金属等の導電性材料で構成することにより、第２の基板
１０６のアースを第２の筐体１０４や第２の筐体１０４に別途設けられたアース部分と接
続することができる。
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【００２１】
　以上、本発明をその好適な実施形態に基づいて詳述してきたが、本発明はこれら特定の
実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の様々な形態も本発
明に含まれる。
【符号の説明】
【００２２】
　　１０１　　第１の筐体
　　１０２　　第１の基板
　　１０３　　第１の基板対基板コネクタ
　　１０４　　第２の筐体
　　１０５　　基板保持部材
　　１０６　　第２の基板
　　１０７　　第２の基板対基板コネクタ
　　１１２，１１３　　固定部

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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